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イノベーション・コースト構想 エネルギー関連産業プロジェクト

市町村ごとの復興の時間軸や環境変化に柔軟に対応した中長期の取組みが必要

スケジュール 短期 中期 長期

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021～（年度）

原子力災害の真の克服
魅力的な浜通りの構築

各プロジェクトの確実な実施

東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸにおける情報発信

各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ立ち上げ・開始

国への要望・提案・折衝
構想とりまとめ

取組の方向性 ３つの柱と１０のプロジェクト

・震災及び原子力災害により浜通りの産業基盤が
喪失
・浜通りで興りつつあるエネルギー関連プロジェクト
（LNG等）をベースに戦略的に産業基盤を再構築

・多くの研究者や関連産業従事者等、新たに移り
住む住民を受け入れ、帰還する住民と一体で地
域の活性化を図る
・住民向けサービス、生活・交通インフラの整備や
震災後の特性に応じた居住エリアを形成

・２０２０年東京オリンピックまでを当面の目標とし、
画期的かつ先端的な産業を集積し、世界が注目
する魅力ある地域再生を実現

イノベーションによる産業基盤の再構築

帰還する住民と新たな住民の広域での街づくり

地域再生のモデル化

原子力に依存しな
い「新たなエネル
ギーの創出」によ
る復興の加速化

地域で生産した
「エネルギーの地
産地消」

エネルギー供給だ
けでない「関連産
業の集積」による
安定した雇用創出

①避難地域・再生可能エネルギー復興支援プロジェクト
②風力発電拠点形成プロジェクト（陸上・洋上）
③高効率石炭火力発電（IGCC）プロジェクト
④天然ガス（LNG）火力発電プロジェクト

⑤天然ガス（LNG）の地域利用促進プロジェクト
⑥復興まちづくりのためのｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨ形成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
⑦水素によるエネルギー貯蔵・効率的利用プロジェクト
⑧バイオマスプロジェクト(メタン発酵・藻類)

⑨小水力発電導入拡大プロジェクト

⑩浜通りのポテンシャルを生かした産業の集積
・LNＧ受入基地周辺における冷熱産業の集積
・風力発電、蓄電池関連産業の集積
＊廃炉・ロボット関連産業及び先端リサイクル関連
産業の集積

各プロジェクトのスケジュール
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○福島県再エネ復興推進協議会の設
立(平成２７年７月３１日)

【構成員】

福島県知事(会長)、県、経産省、避

難地域１２市町村、産総研、東京電

力、東北電力、県銀行協会

○福島県再エネ復興支援事業補助金
の創設(県)
・避難地域１２市町村における再エネ
事業の推進

・東京電力の不使用送電線を活用

・再エネ売電収入を活用した地域貢

献事業の促進

・第１～４次採択
９事業者 125.86MW

こ
れ
ま
で
の
取
組

○福島県再エネ復興支援事業補助金
の継続実施

○1事業者発電開始（H29.1～）

平
成
㉘
年
度
の
取
組

○更なる財源の確保
具
体
化
に
向
け
た
課
題
等
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○福島県風力発電構想検討委員(第1
回)の開催

・阿武隈山間部、太平洋沿岸部にお
ける風力発電構想の策定

【開催日】平成２７年７月２日

【委員等】学識経験者、経済関係者、

関係団体

○事業可能性調査（風況調査等）補助

・風況調査の実施（４事業者採択）

【調査対象エリア】

浜通り地方（南相馬市～いわき市）

○福島新エネ社会構想において、「再
生可能エネルギー導入拡大に向けた
送電線の整備」等が盛り込まれる
（H28.9）

こ
れ
ま
で
の
取
組

○事業可能性調査（補助事業）

○風力発電構想検討会議（風力発電
事業計画区域における市町村・学識
経験者等の会議開催）

○送電網整備事業可能性調査

○阿武隈地域において風力発電の仮
事業者を３者選定

平
成
㉘
年
度
の
取
組

○更なる財源の確保

○環境アセス手続きの簡易化・迅速化

○森林法（保安林解除）、農地法の要
件緩和、手続き簡素化

○風車搬入路などのインフラ整備

○共同送電線の整備

具
体
化
に
向
け
た
課
題
等
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○浮体式洋上風力発電実証研究

25年11月:２MW風車及び洋上変電
所運転開始

27年12月：7MW風車運転開始

○福島県洋上風力研究会（4回実施）

本県沖での浮体式洋上風力発電の
導入可能性を検討、必要な取組み
を洗い出し、本県における事業化の
ための提言をまとめた

こ
れ
ま
で
の
取
組

○浮体式洋上風力発電実証研究
５MW風車設置等の実証研究や漁
業との共存を促進
28年9月：5MW風車の設置・電源

ケーブル接続完了、試運転
開始

○H28「福島浮体式洋上ウィンドファー
ム実証研究事業（40.0億円）」を活用

○引き続き、浮体式洋上風力発電の
導入可能性の検討を継続

平
成
㉘
年
度
の
取
組

○浮体式洋上風力発電に係るコストの
低減、先行海域利用者との合意形成具

体
化
に
向
け
た
課
題
等

6
5MW浮体式洋上風力発電設備

「ふくしま浜風」

○IGCCプロジェクトの推進について基本
合意書を締結

【締結日】平成２７年８月１９日

【合意社】東京電力、三菱重工業、三
菱商事、三菱電機、常磐共
同火力

＜参考＞

「原子力災害からの福島復興の加速に
向けて（改訂）」

(平成２７年６月１２日閣議決定)

・「官民連携による新産業の創出等」

ロボット、エネルギー（再生可能エネル
ギー、ＩＧＣＣ、ＬＮＧ、スマートコミュニ
ティー等）、医療関連や廃炉研究の成
果を活かした新産業の創出や起業、農
業のスマート化や六次産業化、企業や
植物工場等の誘致、風評被害の払しょ
く等に向けた取組・支援については、福
島県や地元市町村、民間との連携・協
力をこれまで以上に密にしながら進めて
いく

こ
れ
ま
で
の
取
組

○環境アセス手続き

○建設工事着手（H28.10.3）
平
成
㉘
年
度
の

取
組

○石炭ガス化溶融スラグの活用
＊コンクリート用細骨材や道路用細骨
材の代替品としての利用など

具
体
化
に
向
け

た
課
題
等
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○福島ガス発電株式会社の設立

【設立日】平成２７年４月２３日

【出資比率】JAPEX33％
三井物産29％

大阪ガス20％

三菱ガス化学9％

北海道電力9％

○環境アセス方法書の提出(福島ガス
発電)

【月日】平成２７年５月７日

【概要】相馬港天然ガス火力発電所
(仮称)

出力：約120万kw
○天然ガスエンジン発電事業者(1社)
と立地に向け調整中

こ
れ
ま
で
の
取
組

○環境アセス準備書の提出

(120万kw)

【月日】平成28年9月16日（公告日）

○天然ガス火力発電事業の事業化決
定（平成28年10月11日）

○系統接続協議(6万Kw)

平
成
㉘
年
度
の
取
組

○地域間連系線接続容量の拡大具
体
化
に
向
け
た
課

題
等
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○福島県スマートコミュニティ推進検討
会の設立

【設立日】平成２７年５月２８日

【構成員】新地町、石油資源開発、国
立環境研究所、学識経験
者

→新地町における天然ガスを活用した
復興まちづくり構想（新地ＬＮＧタウン
構想）の具体化に向けた検討実施
（事業可能性調査、マスタープラン

検討）

こ
れ
ま
で
の
取
組

○新地町と連携し、天然ガスを活用し
た復興まちづくり構想の具体化に向
けた検討を進める

→マスタープラン策定済
平
成
㉘
年
度
の
取
組

○安定的かつ安価な天然ガス（ＬＮＧ）
の確保具

体
化
に
向
け
た
課
題
等
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○県、民間事業者、市町村等によるス
マートコミュニティ勉強会の開催

・広野町、楢葉町、富岡町、大熊町

双葉町、浪江町

○スマートコミュニティ導入に
向けた市町村と連携した検討

○復興まちづくりとしてのスマートコミュ
ニティの構築を検討（新地町、浪江
町、楢葉町、相馬市）

○福島新エネ社会構想において、「ス
マートコミュニティの構築」が取組の柱
として盛り込まれる（H28.9）

こ
れ
ま
で
の
取
組

○H28スマートコミュニティ導入促進事
業（Ⅰ．スマートコミュニティ・マスター
プラン策定事業）

→楢葉町、新地町、浪江町、相馬市
が採択、新地町はマスタープランを
策定済み、その他策定中。

平
成
㉘
年
度
の
取
組

○住民の合意形成

○電力会社の協力

具
体
化
に
向
け

た
課
題
等
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○再生可能エネルギー次世代技術開
発事業（平成25年～27年）

○27年度復興庁「新しい東北」先導ﾓ
ﾃﾞﾙ事業に相馬市の取組が採択
「水素を活用したCO2フリーの循環型
地域社会創り」について地域での検
討が進められている

○福島新エネ社会構想において、「水
素社会に向けたモデル構築」が取組
の柱として盛り込まれる（H28.9）

こ
れ
ま
で
の
取
組

○大規模水素製造事業可能性を調
査・検討

○産業技術総合研究所と連携し、水
素の実用化に向けた実証研究につい
て、引き続き、検討を進める

○東京都、産業技術総合研究所、東
京都環境公社と協定を締結し、CO2
フリー水素の利用を目指して検討を
進める。

平
成
㉘
年
度
の
取
組

○安定的かつ低コストの大規模再エネ
由来水素製造、輸送、貯蔵システム
の構築

○2020年東京オリンピック・パラリンピッ
ク開催時における利用

○県内利用拡大

具
体
化
に
向
け
た
課
題

等
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産総研福島再生可能エネルギー研究所に
おいて研究中の水素を燃焼するエンジン



○バイオマス発電事業化モデル事業
補助金を創設し、バイオマス発電導
入、地域リサイクル型発電に係る事
業可能性調査の費用を補助すること
とした

１事業者に対して補助金を交付（川
内村区域にて調査実施）するとともに、
１団体に対して中通り地方の中山間
地域採算性シミュレーション等の業
務委託を行った

こ
れ
ま
で
の
取
組

○バイオガス発電事業化モデル事業
温泉旅館、飲食店、農産物などの食
物残さや、下水汚泥等を活用したメ
タンガスによるＦＳ及び設備導入の補
助

平
成
㉘
年
度
の
取
組

○発酵設備・発電設備のコスト低減

○食物残さの安定的な確保

○発酵後生じる消化液の液体肥料の
活用

具
体
化
に
向
け
た
課
題
等
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○再生可能エネルギー次世代技術開
発事業（平成25年～27年）

福島県が藻類産業創生コンソーシア
ム（１社）に補助
（3年間で約11億円）

南相馬市の沿岸部に1㎡、3.5㎡、
20㎡、100㎡、1,000㎡培養槽を始
めとした研究施設、藻の収穫・濃縮に
関する施設を整備

こ
れ
ま
で
の
取
組

○火力発電所由来のCO2や熱、下水
を活用した実用化に向けた実証研究
を支援

○H28「微細藻類燃料生産実証事業
費補助金（2.5億円）」を活用

平
成
㉘
年
度
の
取
組

○藻類バイオマスのコスト低減

○地元事業者の参画
具
体
化
に
向
け
た
課
題
等

13土着藻類のサンプル



○再生可能エネルギー事業可能性調
査補助事業により、平成２７年度５団
体５ヵ所、平成２８年度４団体５ヵ所
（H28.9末現在）が小水力発電に関
する事業可能性の調査を実施こ

れ
ま
で
の
取
組

（県事業）
○小水力事業可能性調査（補助事業）

○国補助金「水力発電事業化促進事
業費補助金」を活用した小水力適地
選定事業の実施（補助事業）等

平
成
㉘
年
度
の
取
組

○電力系統の接続制約

→ローカル（地域内）系統制約の解消

○イニシャルコストの低減

○水利調整（帰還後の農地利用の見
通しの確認）

具
体
化
に
向
け
た
課
題
等
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○ふくしま環境・リサイクル関連産業研
究会の設立(参加企業161社)

設立：平成27年8月10日

→国の行う可能性調査と連携、関連産
業の集積を図る

○再生可能エネルギー及び蓄電池関
連企業(楢葉町)の進出を支援

○ＬＮＧ冷熱(1社)及び先端リサイクル
(2社)､藻類バイオマス(1社)関連企業
と誘致に向け調整中

○工業団地造成整備の進展

→川俣西部（H27完成）、南相馬市復
興（工事中）、広野工業団地（分譲
中)、いわき四倉中核（工事中）

こ
れ
ま
で
の
取
組

○研究会等の検討や実現可能性調査、
技術開発補助、自立・帰還支援企
業立地補助金を生かし、関連産業を
集積

○自立・帰還支援企業立地補助金（採
択38件）

○地域実用化開発等促進事業（採択
46件）

○津波・原子力災害被災地域雇用創
出企業立地補助金（6次：浜通りの採
択9件、7次公募：平成29年2月中旬
～5月中旬予定）

平
成
㉘
年
度
の
取
組

○企業立地支援策の具体化

○企業誘致活動の強化

○工業団地等インフラの着実な整備

○先端リサイクル関連産業の集積に
向けたビジネスモデルの構築

具
体
化
に
向
け
た
課
題

等
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